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平成30年度滋賀県中小企業活性化施策実施計画の各事業の評価票　【C・D評価事業】
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8-2-ア 9
びわ湖環境ビ
ジネスメッセ開
催事業

BtoBに特化した環境産業総合
見本市を開催し、環境産業の
育成・振興を図る。

○びわ湖環境ビジネスメッセ
2018の開催
　[時期]
　平成30年10月17日～19日
　[会場]長浜バイオ大学ドーム
　[出展規模]
　300企業・団体、500小間
　[来場者数]35,000人

【目標】
会期中商談件
数　30,000件

C B B

①会期中商談件数 20,176件

②開催結果は出展者数272者、来場者数
27,250人となり、顧客の新規開拓や製品・
技術のPRの場となった。

・出展者および
来場者が減少し
ているため、改め
て出展者の確保
と来場者の増加
を図り、商談を活
発化させることが
必要である。

・目的であった顧
客の新規開拓がで
きた。
・いろいろな製品や
人との出会いが
あった。

①継続
②次世代の環境ビジネ
スとしての期待を集める
バイオ素材関連分野に
注目した主催者テーマ
ゾーンを設置し、出展者
および来場者の拡大を
図る。

9,983
モノづくり
振興課

8-3-ｱ 21 統計講演費

統計の有用性の理解や統計
データを有意義に活用していた
だくことを目的に、県民等を対
象に、講演会を開催する。

○内容
・統計データの利活用に関する
基調講演
○年１回、県内会場（200人程
度の会場） 【目標】

参加人数200人 C B －

①参加人数 96人

②参加者アンケートでは、｢参考になった(｢大
変参考になった｣を含む｡)｣との回答が100％
（設問への無回答者は除く｡)。

・今後は別の切り
口の事業等で周
知、活用を図
る。

・「統計」の重要性を
再認識できた。
・統計によるデータサ
イエンスがどう深化し
て使われているか、そ
して将来、どう有益
なのかがよくわかっ
た。
・統計データの見方
や活用法について新
しい観点を得られ
た。

事業廃止 177 統計課

8-3-ｱ 25

将来の知財人
材育成支援
事業
＜新規＞
＜重点③＞

子どもたちのモノづくり活動を通
して、くふう・創造する力を育て
るため、創意工夫やモノづくりに
関心の高い積極的な子どもた
ちに活動の機会を提供し、将
来の技術人材を育成する。

ものづくり出前活動（レスキュー
ロボットづくり教室）の実施　２回 【目標】

参加者数　80人
D － －

①参加者数　16人

②ロボットの組立てやプログラミングに興味を
持って取り組み、ものづくりに対して理解を深
めることができた。

・県内各地から
広く参加者を集
められるよう工夫
が必要である。
・限られた実施
日数で、子どもた
ちがモノづくりに対
する理解を深め
られるよう指導し
ていく。

・良い経験になっ
た。
・ロボットの組立て
や、プログラミングは
初めてだったので貴
重な体験になっ
た。
・2日間では時間が
足りなかった。

①継続
②事業の実施段階で、
モノづくりに関心の高い子
どもたちに対して、プログ
ラミングを含めた高度な
内容で行うこととしたた
め、受入可能人数(定
員)を16名した。令和元
年度も定員を16名として
実施する。

600
モノづくり
振興課
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施にあたっての改善点
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8-3-ウ 69

知的所有権
活用促進事
業
＜重点②＞

モノづくり企業、大学、研究機
関等の有する優れた製品や技
術に関する知的財産について、
産学官や企業間の交流・マッチ
ングを促進し、県内中小企業に
よる新製品の開発や新事業の
創出、既存製品の高付加価
値化等を支援する。

○知財ビジネスマッチング会の
開催
○開放特許シーズ集の整備・
活用

【目標】
特許実施許諾
件数　４件

D B B

①特許実施許諾件数　0件

②特許実施許諾はなかったが、秘密保持・
商品化支援・用途開発支援等の実施許諾
に繋がる可能性が見込まれる案件が８件あ
り、継続してフォーローアップを行っている。

・知財ビジネス
マッチング会にお
いて紹介する開
放特許（シーズ）
の選定等
・開放特許の
Webシーズ集の
充実

・知財ビジネスマッ
チング会において、
弁理士に相談でき
る場があることを喜
んでおられた。

①継続
②知財ビジネスマッチング
会や企業訪問を行ったが
実施許諾契約にまで至ら
なかった。令和元年度は、
金融機関等の支援機関を
対象に勉強会を実施し、
知財活用についての理解
を深めることで、ニーズや課
題を持つ中小企業へ積極
的に知財活用を促してもら
う。

534
モノづくり
振興課

8-4-ア 81
近江技術てん
びん棒事業

県内企業のビジネスチャンスの
拡大を図り、事業化を促進する
ため、県内企業の持つ優れた
技術を、県内外大手企業に対
して直接かつ具体的に提案（売
り込み）する展示商談会等を開
催する。

○経済団体と連携した、大手
メーカーに対する展示商談会を
開催

【目標】
情報交換件数
（試作、見積依
頼、名刺交換
等）　300件

D B A

①H30年度は、様々な企業に開催受入れを
打診し、開催寸前まで話を進めたが、最終
的に断られるということが数件あり、結局は開
催することができなかった。年度中の開催には
至らなかったが、令和元年度7月に開催可能
な企業を見つけ、開催の確約を得た。

②－

・次の開催受入れ
企業を見つける必
要があるが、受入
れ企業の都合を
考慮すると十分な
余裕をもって交渉
を行う必要があ
る。

・短時間で多数の人
間と情報交換ができ
るところが良い
・日頃取引のある会
社であっても、これま
で交流のなかった部
署の方と交流ができ
るのが良い

①継続
②年度中に次年度の開
催候補企業の確約を得
るサイクルを定着させる。

617
モノづくり
振興課

8-4-ウ 101

観光物産振
興事業負担
金
（観光物産情
報発信事業
等）

(公社)びわこビジターズビュー
ローが実施する観光・物産振
興事業に対して負担金を拠出
する。

○下記の事業に対し、負担金
を拠出
　・観光物産情報発信事業
　・教育旅行誘致事業
　・コンベンション招致事業
　・物産振興事業
　・首都圏観光営業推進事業
など

【目標】
滋賀県観光情
報ホームページへ
のアクセス件数
620万件

C B B

①滋賀県観光情報ホームページへのアクセス
件数　399万件

②滋賀県の観光名所や開花状況、イベント
実施や観光キャンペーン等の広範な観光情
報を発信することにより本県の認知度を高
め、滋賀への誘客につなげた。

・大手検索サイト
のアルゴリズム変更
により、観光情報
ホームページが検
索結果上位に表
示されなくなった結
果、閲覧機会が
減少した。

―

①継続

②検索結果が上位に上
がるよう、掲載情報の見
直し（スマホ非対応ペー
ジの修正等）を進めてい
る。

73,412
観光振興
局

8-4-エ 103

滋賀県産業
廃棄物減量
化支援事業

産業廃棄物の減量化および資
源化を促進するため、民間事
業者が行う施設整備や、研究
開発、販路開拓のための経費
に対して支援を行う。

○産業廃棄物の減量化および
資源化を促進するため、民間
事業者が行う施設整備や研究
開発、販路開拓のための経費
に対する支援

【目標】
研究開発または
施設整備で１
件、販路開拓で
１件

C A －

①施設整備で１件

②産業廃棄物を減量化（廃水を5分の１に
濃縮）することができた。また、その他の処理
水についても冷却水に再利用することができ
た。

交付決定後にお
いて、事業が完
了するよう事業
者のフォローをさら
に行っていくこと。
また、補助金の
周知について、
文書の送付だけ
でなく、関係団
体へ働きかけてい
くこと。

研究開発、施設
整備、販路開拓と
各ステージごとに補
助メニューがあるこ
とで、産業廃棄物
の減量化へのアク
ションの助けにな
る。

①継続
②販路開拓で１件申請
があったが、事業ができな
くなったため、Ｃ評価と
なった。今年度は事業者
のフォローをさらに行うとと
もに、補助金の申請がよ
り多く提出されるよう関係
団体と連携して周知を
強化していく。

5,033
循環社会
推進課
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